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令和 4 年度令和 4 年度
郡市医師会特定健診・特定保健指導担当理事郡市医師会特定健診・特定保健指導担当理事

及び関係者合同会議及び関係者合同会議
と　き　令和 4 年 9 月 22 日（木）15：00 ～ 16：00と　き　令和 4 年 9 月 22 日（木）15：00 ～ 16：00
ところ　山口県医師会 6 階　会議室（ハイブリッド開催）ところ　山口県医師会 6 階　会議室（ハイブリッド開催）

[ 報告：常任理事　上野　雄史］

　本会議は、郡市医師会特定健診・特定保健指導
担当理事、山口県医師会、山口県健康福祉部、社
会保険診療報酬支払基金山口支部、全国健康保
険協会山口支部、山口県国民健康保険団体連合
会、山口県後期高齢者医療広域連合、当該年度の
代表保険者（※本年度は健康保険組合連合会山口
連合会）、市町行政の特定健診担当者が一堂に会
し、情報交換及び意見交換を行うことを目的に年
1回開催している。毎年、対面で開催していたが、
本年度は新型コロナウイルス感染症の感染蔓延状
況に鑑み、Web 及び対面のハイブリッド形式で
開催した。

会長挨拶
加藤会長　山口県の市町村国保での特定健診の受
診率は、平成 30年度までは全国最下位だったが、
皆様のご尽力により、令和元年度は全国 44 位、
令和 2年度は全国 38位になった。
　しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影
響による特定健診等の受診控えが続いていること
等により、受診率自体は令和元年度よりも下がっ
ていることから、本日ご出席の皆様方と連携して
受診率の向上に取り組んでまいりたいと考えてい
る。

協議事項
（１）令和 3 年度の実施結果について
（２）令和 4 年度の実施状況について
　事前配付資料にて令和 4年度の実施主体と山
口県医師会との集合契約の内容、特定健診等の保
険者別の早見表、単価等を示した。
　上記（1）、（2）に関しては各実施主体担当者
より個別にご説明いただいた。

山口県国民健康保険団体連合会　本件の市町村国
保での特定健診の受診率の状況は、先ほどの加藤
会長のご挨拶の中でご報告いただいたとおりであ
る。令和 2年度の対前年度比の数字は全国のほ
とんどでマイナスとなっているが、その中におい
て山口県は下げ率が一番小さかった（資料）。令
和 3年度 8月末までの数字では、県内市町村の
実施率は 31.6％である（法定報告では 31.9％と
なる予想で前年度より 2％増となると思われる）。
特定保健指導の実施率は年々下がっている。

社会保険診療報酬支払基金山口支部　令和 3年
度の特定健診・特定保健指導は 3,650 医療機関
から 17,976 件の請求があった。令和 2年度と比
較して機関数は 4.2％増加、請求件数は 7.4％増
加している。令和 4年度は 7月までに 637 医療
機関から 1,728 件の請求となっており、前年度
に比べて両者とも減少している。これは新型コロ
ナウイルス感染拡大の影響と思われる。

全国健康保険協会山口支部　協会けんぽでは、被
保険者に対しては生活習慣病予防健診として特
定健診の項目にがん検診を追加したもの、被扶養
者に対しては特定健診を実施している。被保険者
の中で事業者健診として、事業所で労働安全衛
生法に基づき実施された定期健診の結果を特定
健診の結果として取り込んでいる。被保険者に関
しては、生活習慣病予防健診と事業者健診の対象
者数は 182,831 人に対し、実施者数は 123,058
人、実施率は 67.3％で前年度と同様の結果であっ
た。被扶養者に関しては、特定健診の対象者数は
51,449 人に対し、実施者数は 12,413 人、実施
率は 24.1％で前年度から 0.8％微増であった。特
定保健指導は、被保険者で実施率 18.0％と前年
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度から 1.1％微増、被扶養者で実施率 8.3％と前
年度から 2.9％減であった。
　令和 4年度の取組みとして、被保険者に対し
ては生活習慣病予防健診実施機関の拡大、受診率
の低い地域での集団健診の実施（昨年度 70会場、
本年度 92会場予定）、被扶養者に対しては全 19
市町と協働し市町がん検診との同時実施を推進す
る。新たな取組みとして、特定健診実施医療機関
に対し、受診案内及び勧奨を目的として健診案内
のポスター掲示を依頼している。

山口県後期高齢者医療広域連合　新型コロナウイ
ルス感染症の関係で令和 2年度は受診券の発送
が 6月になったが、令和 3年度及び令和 4年度
は 4月に発送している。令和 3年度の受診者数
は 32,779 人で、実施率は 31.68％と前年度から
3.7％減少している。受診率向上のための取組と
して受診勧奨ポスターを作成し、実施医療機関へ
送付している。また、令和元年度以前に受診歴が
ある方で、令和 2年度に受診歴がない方、令和 2
年度中に後期高齢者となられた方で受診歴のない
約 1万人に対してハガキでの受診勧奨を行った。
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資料

　令和 4年度の状況は、昨年同時期と比較して受
診率は約3ポイント増加の9.45％である。シルバー
人材センターの会員に対し資料配付、健診実施医
療機関に対して結果説明用資料を送付している。

健康保険組合連合会山口連合会　対象者は約 2
万人おり、令和 3 年度の特定健診の受診率は
83.8％、特定保健指導の実施率は 62.5％となっ
ている。特定健診の受診率はここ数年 8割を超
えており、徐々に増加している。県内 7つの健
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康保険組合があり、受診率が 9割を超えている
組合が 2組合ある。全組合 100％の受診を目指
して取り組んでいる。
　令和 4年度の受診勧奨としては被扶養者の受
診率向上を図るべく、電話、手紙、パンフレット、
広報等を実施する。

加藤会長　特定健診の受診率を上げるには、被扶
養者の受診率を上げる必要があるが、何かよい知
恵はないか。

県医務保険課　徳島県等、受診率の高い地域では、
訪問等での地道な呼びかけ、受診券発送前に受診
の意思を確認し、受診を希望しない場合はそれに
対しての働きかけを行っている所もある。

　続いて、各市町担当者に特定健診・特定保健指
導の令和 3年度実施結果及び令和 4年度の実施状
況について事前聞き取りを行っており、資料とし
て提示。令和 4年度に新たな取組みを行っている
以下の市町担当者から追加説明をしていただいた。

宇部市　令和4年度から携帯電話のショートメッ
セージサービスを利用しての受診勧奨を 11月に
行う予定である。本年度はテストケースとして約
1,000 件送信予定で、メールの本文にリンクを
貼って、本市の特定健診の内容が分かるページへ
接続できるようにする。メリットとしては葉書よ
り安価である。デメリットとしては本年度は葉書
での受診勧奨も行うので、メールの効果判定を評
価しにくい、メールを開封してくれない可能性が
ある、携帯番号の入手に手間がかかる等がある。
受診率の低い若い世代に響く施策を行わなければ
ならないと考えている。

山口市　特定健診の継続受診を促すことを目的
として、昨年と今年連続で受診された方のうち、
抽選で「道の駅商品引換券」をプレゼントする
キャンペーンを行っている。今日現在（9月22日）
で約 60件の申し込みがある。

周南市　新たな取組みとして、特定健診の対象で
はない 39 歳、40 歳の方を対象に受診勧奨、特

定健診実施期間の延長を行う。

　続いて、山口県医務保険課から「市町国民健康
保険の特定健診受診促進広告」に関しての説明が
なされた。

県医務保険課　令和 3年度から、市町が受診券
を発送する春と受診勧奨強化月間の 9月、10 月
に受診を呼びかける広告を行っている。テレビ
CM、ラジオ CM、レノファ山口の試合会場で
の PR、スーパー、市町庁舎、商業施設でのチ
ラシ、ポスター、のぼり等の設置を行っている。
令和 4 年度からは若い世代を狙って、Yahoo!、
YouTube でのWeb 広告を追加している。

　続いて、県医師会から特定健診等における県医
師会請求事務代行についての説明を行った。

県医師会　県医師会が行っている特定健診請求
事務代行の本年 8 月受付分までの年度別件数
は、令和元年度から令和 3年度まで年々減少傾
向であったが、本年度は昨年度同時期と比較し約
1,300 件増加している。

（３）令和５年度の実施に向けて（受診率の向
上について）

全国健康保険協会山口支部　被扶養者の受診率向
上に向けて、受診機会を増やす取組みを行ってい
る。また、市町と連携してがん検診との同時受診
を勧めている。

山口県後期高齢者医療広域連合　口コミや人から
の誘い等、人からの直接の声掛けが効果があるの
ではないかと考えている。

（４）その他
　県医師会より令和 5年度の標準単価案を示し、
令和4年度の診療報酬改定において、血液採取（静
脈）の点数が 2点上がったことに伴い、金額を
一部変更したこと等の説明を行った。また、県医
師会が契約する令和 5年度の集合契約 Bの特定
健診・特定保健指導、後期高齢者の健康診査の概
要を示した。


